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知財プロデューサーによる超小型衛星の
特許出願動向調査

The Trend Analysis about Filing of Patent Applications Relating to Recent 
Micro Satellites, Presented by IP Producer

吉岡 孝史 1 
1和歌山大学産学連携・研究支援センター

2014年，超小型衛星が次々に打ち上げられ，地球観測および災害監視が試験的にも行
われるようになった。複数の超小型衛星を用いた観測網が実用化されるのもそう遠く
ない。今後，さらに超小型衛星関連の事業を発展させるためには，ベンチャー企業の
創業および既存企業の参入を促す施策が必要になる。その為には，長年培ってきた人
工衛星関連の研究開発による知的資産を権利化し，知的財産権制度による保護を与え
るのも一手法である。権利者に与えられた独占的な実施権の行使や権利者からリーズ
ナブルな価格でライセンスをうけることにより，安心して事業を進めることができる。
先ずは，超小型衛星関連の特許出願を調査し，動向をマップ化し，今後の出願戦略に
備える解析を行う。
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原著論文

1. はじめに
筆者は，知財プロデューサー（以後は知財PDと表
記）として和歌山大学に派遣を命ぜられ，UNIFORM

プロジェクト1），ほどよしプロジェクト2），NESTRA

技術組合の知財活動に係り，4年が経過した。和歌山
大学は，図1の通り超小型衛星網の構築を目指す国家
プロジェクトを立ち上げ，その代表校としてプロジェ
クトの推進・取り纏めを行い，またプロジェクトの知
財戦略に基づく知財創造や知財活用を行ってきた。本
調査は，知財PD活動の一環として行った。

2. 宇宙特許3）

さて，人工衛星の分野において特許係争は起こり
そうもないと思いがちだが，起こるのである。1983

年，Hughes Aircraft社がNASAの開発した宇宙船を
Pat. No. 3,758,051（図2）4）の特許権侵害で訴えた。
特許権が宇宙船の速度制御と姿勢制御に関するもので
あり，これは特許権の対象が衛星に関するものを意味
し，米国領域内の侵害行為はないように思われた。し
かし，1999年，衛星から地上局へ信号をダウンリンク
する構造を具備していることから，言い換えると外部

からの速度制御と均等物であるとの解釈により，米国
内における特許権侵害と見做された。結果，米国政府
は多額の損害賠償金を支払うことになった。この事例
は，宇宙に放たれた宇宙船であっても，特許権侵害係
争の対象となり得ることを示した事例であった。これ
を契機に，宇宙での侵害はどこの国のテリトリーを犯
しているかを明確にするため，「宇宙特許」の創設を
提案する人もいる。
人工衛星の分野においても他人の特許権を侵さない
特許調査が必要である。一方で多大の人・物・金をか
けて開発してきた自らの成果物を知的財産権により保
護することは，不正競争を防止するうえにおいても重
要である。さらに，超小型衛星に関する事業化を促進
するうえにおいても，特許ライセンスの活用が必要で
ある。ライセンス制度により事業を守ることができ，
企業は参入し易くなる。

3. 件数調査に用いた検索方法と検索結果
是までの人工衛星に関する特許出願を調査し，その
出願動向から戦略的な特許取得について考えてみた
い。先ずは，大学および技術組合における超小型衛星
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図3 （大学＋組合）の年度別出願件数

図2 US Patent 3,758,0514)

に関する特許出願に焦点をおき論ずることにする。ま
た，現状から言って大学等の扱ってきた衛星は，殆ど
が超小型衛星関連と見做され得る。
国内の人工衛星に関する出願は，この20年間，どの
ように推移したかをみる。特許電子図書館 IPDLの公
報テキスト検索（特許公開公報，平成5年1月～平成25

年6月）による結果は，テキスト検索（人工&衛星）
＝22,408件，テキスト検索（人工&衛星&地球）＝5,749

件，テキスト検索（大学&（人工&衛星&地球）＋組
合&（人工&衛星&地球））＝56件であった。さらに，

56件の内容をチェックしノイズを省いた結果，最終的
に38件が残った。38件の大学と組合を合わせた出願件
数は全体の1%にも満たない。産業界へのアウトプッ
トとしては過少と思われる。

4. パテントマップ解析（マクロ調査）
前記38件についてパテントマップ解析を行った。図

3は大学と組合を合わせた年度別出願件数のマップで

図1 プロジェクト紹介と知財PD 派遣
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あり，全体的な傾向としては，2005年に6件の出願ピー
クが見られ，概して右肩上がりであり，今後に期待で
きるマップである。このピークは，図4の通り2006年
に3衛星が開発されたこともあり，飛躍的な技術開発
がなされたものと想像できる。
さて，出願人の内訳について注目する。図5の通り，
早稲田大学に始まり，東海大学，東京大学，首都大学
東京，九州大学，九州工業大学，千葉大学，東北大学
が見られる。また，次世代宇宙システム技術研究組合
も2011年頃から参入したことが見うけられる。
各大学等の出現回数については，その詳細をみると
図6の通りとなる。これは上位10の大学等別出現回数

を表したものである。次世代宇宙システム組合の5件，
九州大学と東京大学の4件，千葉大学の3件，東海大
学，早稲田大学，東北大学，九州工業大学，首都大学
東京の2件と続く。この他にも香川大学，近畿大学，
金沢大学，鹿児島大学，福岡工業大学，岩手大学，新
潟大学，和歌山大学，電気通信大学等が見られる。
次に，いつ頃から出願が行われるようになったか，
注目してみる。図7の通り，2002年の早稲田大学の
出願に始まり，2005年の首都大学東京，東海大学，
2006年の東京大学，2008年の九州工業大学，2009年
の九州大学，2010年の千葉大学，2011年東北大学，
2012年の次世代宇宙システム技術組合となっている。
研究期間と出願数の積が多ければ研究実績あるいは研
究成果は大であると言えよう。

図5 出願人別の出願年と出願件数

図4 大学衛星ラインナップ（2003～2012）。中須賀（2014）5）のp.60 より引用。

図6 上位10 出願人の出現回数

大学衛星ラインアップ(2003～2012） 

As of  
May 2012 



和歌山大学宇宙教育研究所紀要　第４号

― 12 ―

また，どのような技術内容を出願したのか見てみる。
特許公報には特許分類番号が付与されており，この番
号により技術分野を知ることができる。図8のマップ

の通り4ケタのアルファベットと数字が，国際特許分
類（IPC: International Patent Classification）を示す。
図9，10により IPC国際特許分類とその件数は以下
の通りとなる。但し，特許分類は出願1件につき複数
付与されることに注意する必要がある。出願人の技術
領域の広さを見ることができる。

G01S：ビーコン，それと共同する受信機に関する
もの：5件（早稲田，九大，東海大，東北大）

B64G：宇宙航行体に関するもの：12件（組合，九大，
東大，九工大，首都大）

H04B：伝送方式の細部に関するもの：2件（東海大，
東北大）

G06T：汎用イメージデータ処理に関するもの：1件
（東大）

G01C：角度の測定：3件（東大，東海大，東北大）

図7 最古出願（出現年次）

図8 技術分布（3 次元）

図9 技術分布（バブル）
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H04N：走査，伝送または再生に関するもの：1件（早
稲田）

H01L：半導体装置またはそれらの部品の製造また
は処理方法に関するもの：4件

H01Q：空中線の細部または構成に関するもの：0件
H05H：プラズマの生成または取扱いに関するもの：

1件
G05D：宇宙運行体の位置，進路，高度，または姿
勢の制御に関するもの：2件

5. ミクロパテント分析
公開公報の出願内容をまとめたリストを付録に掲げ
る。詳細にチェックする場合の参考にされたい（なお、
要約文の一部を割愛している。全文は公報を参照され
たい）。
これらの技術内容を見てみると図11の分布が見られ
る。1位は，人工衛星用フレーム，パネル等の衛星構
体に関するものやその製造法，恒星センサー筐体，太
陽電池パネルに関するものである。2位は，人工衛星
を利用したメッセージ表示，複合航法システム，鳥獣
追跡システム，衛星を用いたデータ中継システム，信
号源の位置測定システム等のシステムに関するもので
ある。3位は，位置測定システムの性能改善，GPS測

位装置の精度劣化対策法，空間情報データベース生成
法，高精度なカラー画像の生成法等の信号・情報処理
装置に関するものである。同率の3位は，テザーによ
る姿勢制御方式，軌道決定装置，イオンエンジン，軌
道面制御方法等の姿勢制御，軌道制御に関するもので
ある。また，同率の3位は，センサー，光学モジュール，
合成開口レーダ，レーザレーダ等である。
公報の発明名称を年代グループに分けて整理したの
が図12である。発明数も年代グループを追って増加し
発明内容も多岐に亘ってくるのがわかる。
さて，超小形衛星の出願トレンドとして，以下のス
トーリーを導いた。つまり，超小型衛星の開発は，衛
星の基本的機能部分やミッションを達成するための処

図11 技術分布（パーセンテージ）

図10 技術分布（公開公報リスト）
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図13 超小型衛星に関する出願トレンド

図14 今後の出願の方向性

図12 発明名称と出願年代
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理プログラムの開発からスタートし，その後，姿勢
制御，軌道制御，光学・マイクロ波センサーの開発，
太陽パネル等の開発と性能改善を重ね，推進期に実用
的小形衛星としての態様を完成させた。その後は，衛
星としての機能・性能が多岐にわたり多くの発明工夫
がなされ，種々のタイプの衛星ができるようになった。
図13はこの観点からこれら研究開発に係わる発明名称
を整理したものである。

6. 今後の出願戦略
今後，超小型衛星は実用化の時代を迎えるであろ
う。コンステレーション運用を実現し維持してゆくた
めには，多数の超小形衛星を打ち上げる必要がある。
そうなれば大量生産とまでは行かなくても，相当数の
衛星を短期に歩留まり良くしかも安く生産する体制が
必要となる。そのためには標準化等の手法を用いて衛
星の主要部分をモジュール化し，モジュールの組合せ
が主流であるPCのように，従来よりも簡単に衛星が
組み上がる時代が来るであろう。

今後は，標準化，モジュール化等のオープン・クロー
ズ戦略や生産コストを下げる為の発明が要求されるで
あろう。ほどよし信頼性工学に基づく性能と価格バラ
ンスを極めた発明が出願されるであろう。また，人工
衛星の中継機能，S&Fを利用した無線ネットワークシ
ステム等，地球監視，災害監視への応用も盛んになり，
これら利用分野のシステム発明も出願されるであろう。
一方，赤外線カメラ等の光学センサーや合成開口レー
ダ等も小形衛星向けにさらに性能アップと小型化が進
み，価格も安くなり，これらに関する出願も行われる
であろう。今後の出願戦略として方向性を図14に示し
た。

7. まとめ
UNIFORMプロジェクトは文科省の補助金により，
ほどよしプロジェクトは内閣府の補助金による事業で
あった。また，NESTRA技術組合は両プロジェクト
の開発する衛星の委託研究開発を行った。これら補助
金を用いた国家プロジェクトは，研究成果を特許ライ

図15 知財プロデューサーの役割
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センスとして産業界にアウトプットし，人工衛星関連
のものづくりを盛んにし，日本産業の国際競争力をアッ
プさせる期待を担っている。筆者は，大学等のプロジェ
クトに派遣された知財プロデューサーとして，大学等
の人工衛星関連の特許出願動向を調査し，今後の特許
出願のための方向性を示した。
超小型衛星の実運用の時代を控え，超小型衛星関連
の事業化はこれから益々進むであろう。筆者は，プロ
ジェクトの皆さんが特許に興味を持ち，特許出願に目
覚め，青色LＥDのような産業界にインパクトを与え
る特許を出願して欲しいと願うばかりである。そして
出願の際には是非とも一声かけて頂き，出願戦略を共
に考えアドバイスさせて頂きたいと思っている（図
15）。
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